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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第56期
第１四半期
連結累計期間

第57期
第１四半期
連結累計期間

第56期

会計期間
自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日

自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

売上高 (千円) 4,994,804 5,159,195 20,754,076

経常利益 (千円) 732,441 634,290 2,859,526

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 475,888 510,710 2,136,621

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △1,224,850 171,176 789,146

純資産額 (千円) 48,009,827 48,971,355 49,232,283

総資産額 (千円) 51,034,633 52,937,167 52,851,933

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 27.15 29.55 123.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 94.1 92.5 93.2
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】
当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】
　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(１）業績の状況

例年大きな動きのない第１四半期連結会計期間にあって、本年は国際情勢の先行き不透明感も高く、全般盛　　

上がりに欠ける動きとなりました。加えて、当社製品に対する需要がめまぐるしく変化しており、対応に苦慮する

時期となりました。当社グループは、このような舵取りの難しい状況を想定し、勢いがつきつつある新製品の拡販

に注力しつつ、将来のための設備増強、効率改善に優先的に取組みました。この結果、当第１四半期連結会計期間

の業績は、売上高で5,159百万円(前年同期比3.3％増)、営業利益で591百万円(同23.9％減)となっております。減益

率が大きくなっておりますが、これは、昨年第１四半期に比べて製販バランスが悪くなっており、海外工場の稼働

率が悪化したこと、および制度変更による賞与引当金繰入額の増加や内製設備の充実等で費用先行になっているこ

とによるものであります。以降、経常利益で634百万円(同13.4％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益で510百

万円(同7.3％増)となっております。

　次に、セグメント別の状況ですが、日本地区での売上高(セグメント間取引消去額を含む。以下同じ。)は

3,687　　百万円(前年同期比9.0％増)となり、セグメント利益(営業利益)は 453百万円(同1.9％減)となっておりま

す。引続き、高度な電子部品や自動車関連向け需要を取込みつつあり増収を確保しましたが、各種費用増加により

若干の減　　益となっております。

　日本を除くアジア地区は、中国経済の後退やそもそも営業日数が少ないことから低調な推移となりました。こ

の　　地区での売上高は2,255百万円(同1.6％減)となり、セグメント利益は110百万円(同14.9％減)となっておりま

す。

　欧米地区はまだらな需要動向となっております。北米地区の売上高は315百万円(同3.4％減)となり、セグメン

ト　　利益は18百万円(同21.2％減)、欧州地区では順に 348百万円(同18.9％増)、43百万円(同22.4％増)となりま

した。

　

(２) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は52,937百万円(前連結会計年度末比85百万円増)となりました。

 流動資産合計は25,351百万円(同576百万円増)となりました。現金及び預金(同924百万円増)、受取手形及び売掛

金(同155百万円減)、有価証券(同332百万円減)などが主な変動項目です。

 固定資産合計は27,585百万円(同491百万円減)となっております。このうち、有形固定資産合計は20,809百万円

(同151百万円増)となり、投資その他の資産合計は6,670百万円(同642百万円減)となっております。投資有価証券

(同630百万円減)が主な変動項目となっております。

 負債合計は3,965百万円(同346百万円増)となりました。流動負債合計は3,032百万円(同369百万円増)となりまし

た。固定負債合計は933百万円(同23百万円減)となっております。

 純資産合計は48,971百万円(同260百万円減)となりました。株主資本が46,696百万円(同78百万円増)となり、その

他の包括利益累計額が2,274百万円(同339百万円減)となっております。主な変動項目は、その他有価証券評価差額

金(同90百万円減)および為替換算調整勘定(同247百万円減)であります。

　

(３) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

　

(４) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は346百万円であります。

 なお、同期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】
１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 43,200,000

計 43,200,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年５月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,788,590 20,788,590
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 20,788,590 20,788,590 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年１月１日
　～平成29年３月31日

－ 20,788,590 － 2,998,505 － 3,020,484
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載
することができないことから、直前の基準日(平成28年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。
 
① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)
 普通株式  3,511,400

―
権利内容に何ら制限のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)  普通株式 17,238,100 172,381 同上

単元未満株式  普通株式     39,090 ― 同上

発行済株式総数 20,788,590 ― ―

総株主の議決権 ― 172,381 ―
 

　（注)「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権4個)含まれております。
 　　

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
 ユニオンツール株式会社

東京都品川区南大井
六丁目17番１号

3,511,400 ― 3,511,400 16.89

計 ― 3,511,400 ― 3,511,400 16.89
 

　

２ 【役員の状況】
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年１月１日から平

成29年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,669,035 8,593,607

  受取手形及び売掛金 ※  6,752,578 6,597,379

  有価証券 1,980,430 1,647,609

  商品及び製品 4,332,751 4,331,790

  仕掛品 979,363 1,007,236

  原材料及び貯蔵品 2,111,199 2,253,864

  その他 1,113,994 1,093,661

  貸倒引当金 △164,015 △173,228

  流動資産合計 24,775,338 25,351,920

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,668,795 7,046,356

   機械装置及び運搬具（純額） 6,827,243 7,104,873

   工具、器具及び備品（純額） 253,182 254,334

   土地 5,826,140 5,830,589

   建設仮勘定 1,082,912 573,342

   有形固定資産合計 20,658,273 20,809,495

  無形固定資産 104,765 104,768

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,143,762 6,513,137

   その他 225,742 209,906

   貸倒引当金 △55,949 △52,061

   投資その他の資産合計 7,313,555 6,670,983

  固定資産合計 28,076,595 27,585,247

 資産合計 52,851,933 52,937,167
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  860,422 947,822

  未払金 113,261 90,328

  未払費用 741,423 667,191

  未払法人税等 192,854 346,690

  賞与引当金 602,538 890,279

  その他 152,630 90,091

  流動負債合計 2,663,131 3,032,404

 固定負債   

  長期未払金 222,208 219,828

  繰延税金負債 314,739 283,996

  退職給付に係る負債 418,231 428,435

  その他 1,338 1,147

  固定負債合計 956,518 933,407

 負債合計 3,619,649 3,965,811

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,998,505 2,998,505

  資本剰余金 3,020,652 3,020,652

  利益剰余金 50,039,241 50,118,021

  自己株式 △9,440,610 △9,440,784

  株主資本合計 46,617,788 46,696,394

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,492,830 1,402,805

  為替換算調整勘定 1,171,888 924,558

  退職給付に係る調整累計額 △50,223 △52,402

  その他の包括利益累計額合計 2,614,495 2,274,961

 純資産合計 49,232,283 48,971,355

負債純資産合計 52,851,933 52,937,167
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 4,994,804 5,159,195

売上原価 3,128,212 3,457,665

売上総利益 1,866,592 1,701,530

販売費及び一般管理費 ※  1,090,342 ※  1,110,444

営業利益 776,249 591,085

営業外収益   

 受取利息 13,424 5,599

 受取配当金 － 9,212

 固定資産賃貸料 10,521 8,879

 補助金収入 － 86,660

 スクラップ売却益 14,222 15,871

 その他 7,736 30,369

 営業外収益合計 45,904 156,593

営業外費用   

 支払利息 19 13

 売上割引 5,480 6,141

 減価償却費 5,004 2,863

 自己株式取得費用 832 －

 為替差損 69,914 68,699

 租税公課 － 28,266

 その他 8,461 7,404

 営業外費用合計 89,712 113,389

経常利益 732,441 634,290

税金等調整前四半期純利益 732,441 634,290

法人税、住民税及び事業税 226,536 282,109

法人税等調整額 30,016 △158,529

法人税等合計 256,553 123,580

四半期純利益 475,888 510,710

非支配株主に帰属する四半期純利益 － -

親会社株主に帰属する四半期純利益 475,888 510,710
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年３月31日)

四半期純利益 475,888 510,710

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △770,583 △90,025

 為替換算調整勘定 △932,575 △247,329

 退職給付に係る調整額 2,419 △2,178

 その他の包括利益合計 △1,700,739 △339,533

四半期包括利益 △1,224,850 171,176

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △1,224,850 171,176

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
　

(四半期連結貸借対照表関係)

※四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形満期日に決済が行なわれたものとして処理してお

ります。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の各末日満期手形を満期日に決済が行な

われたものとして処理しております。

 前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

受取手形 35,986千円 -千円
支払手形 32,308 -
設備関係支払手形 486 -

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日)

役員報酬 66,347千円 48,304千円
給料・賞与 314,119 332,686 
賞与引当金繰入額 64,012 83,000 
貸倒引当金繰入額 32,740 7,944 
退職給付費用 16,545 15,443 
手数料 88,116 79,150 
減価償却費 50,269 47,448 

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年３月31日)

減価償却費 502,197千円 522,312千円
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月29日
定時株主総会

普通株式 580,053 33 平成27年12月31日 平成28年３月30日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
 

３．株主資本の著しい変動

当第１四半期連結会計期間末の株主資本は、前連結会計年度末比567,007千円減少しております。利益剰余金が、

親会社株主に帰属する四半期純利益の475,888千円の計上と剰余金の配当支払580,053千円により104,166千円減少し

たことと、平成28年２月12日付取締役会決議に基づく自己株式の取得による462,741千円の増加(平成28年２月15日

から平成28年３月31日まで。176,900株取得。)によるものであります。
　

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月24日
定時株主総会

普通株式 431,929 25 平成28年12月31日 平成29年３月27日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注1）

四半期連結
損益計算書
計 上 額
(注2)

日本 アジア 北米 欧州 計

売上高        

  外部顧客への売上高 2,127,834 2,247,810 326,339 292,820 4,994,804 - 4,994,804

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,255,073 44,572 - - 1,299,645 △1,299,645 -

計 3,382,908 2,292,383 326,339 292,820 6,294,450 △1,299,645 4,994,804

セグメント利益 461,945 130,418 23,609 35,646 651,619 124,630 776,249
 

(注) １ セグメント利益の調整額124,630千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　(単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注1）

四半期連結
損益計算書
計 上 額
(注2)

日本 アジア 北米 欧州 計

売上高        

  外部顧客への売上高 2,316,521 2,179,064 315,357 348,252 5,159,195 - 5,159,195

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,371,207 76,844 - - 1,448,052 △1,448,052 -

計 3,687,728 2,255,909 315,357 348,252 6,607,248 △1,448,052 5,159,195

セグメント利益 453,105 110,982 18,604 43,620 626,312 △35,226 591,085
 

(注) １ セグメント利益の調整額△35,226千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 27円15銭 29円55銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 475,888 510,710

   普通株主に帰属しない金額 ― -

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

475,888 510,710

   普通株式の期中平均株式数(千株) 17,522 17,277
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年５月12日

ユニオンツール株式会社

取 締 役 会 御中

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   三　　井   勇 　治　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   茂　　見　　憲 治 郎   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニオンツール

株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年１月１日か

ら平成29年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユニオンツール株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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